有田川町社会体育施設等予約システム導入に係る
公募型プロポーザル実施要領 
 
１．目的 
この要領は、有田川町社会体育施設等予約システム導入業務の受託業者を公募型プロポーザル（以下「本プロポーザル」という。）方式により選考するために必要な事項を定めることを目的とする。 
 
２．業務の内容 
（1） 委託業務名 
   有田川町社会体育施設等予約システム導入業務 
 
（2） 業務の内容 
   別紙「有田川町社会体育施設等予約システム導入業務仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおり 
 
（3） 履行期間 
   契約締結日から令和9年3月31日まで 
  ※ 上記の期間後も、社会体育施設等予約システム（スマートロック、オンライン決済システム含む）の運用保守等の業務について、本業務の受託者に対して別途委託する予定であるが、地方自治法第234条の3に基づく長期継続契約とする。 
 
（4） 支払方法 
   本業務に係る経費については、構築業務完了後（令和８年度内）の一括払いとする。 
 
（5） 提案限度額    ４，６５６，３００円（税込） 
 
（6） 選定方法     公募型プロポーザル方式 

（7） スケジュール 
1 公告（募集の開始） 	令和8年8月5日
2 現地調査			令和8年9月16日
3 企画提案書の提出期限 	令和8年9月24日 
4 選考委員会の開催    	該当者へ別途通知 
 					（提案書及びプレゼン審査、候補者の選定） 
5 審査結果通知 		令和8年9月下旬（予定） 
6 契約締結 			令和8年9月下旬（予定） 
 
３．公告 
（1） 公告開始日：令和8年8月5日
 
（2） 公告方法：有田川町公式ホームページへの掲載及び告示
https://www.town.aridagawa.lg.jp/ 
 
４．質問と回答 
本プロポーザルに関する質問及び回答は、次のとおり行うものとする。 
（1） [bookmark: _GoBack]受付期間  令和8年8月5日から令和8年9月17日午後５時まで（必着） 
（2） 提出方法  質問書（様式3）に質問内容を記載し、電子メールにより提出すること。 
電子メールの件名は「有田川町社会体育施設等予約システム導入業務（事業者名）とすること。 ※電子メール送信後、確認のため、電話による連絡を行うこと。 
（3） 回答方法  令和8年9月18日（金）午後7時までに、町公式ホームページに掲載する。※質問のあった事業者名は公表しない。 
（4） 提出先及び問い合わせ先
和歌山県有田郡有田川町大字中井原136番地2
有田川町教育委員会 社会教育課 
電話：0737-22-4513（直通）
        メール：n.syakaikyoiku@town.aridagawa.lg.jp 



５．参加手続き等 
（1） 提出書類 （すべてA4サイズで作成すること(A3版の折込も可)
	書類名 
	様式 
	備考 

	①参加申込書 
	様式 1
	参加申込時に提出（②から⑦と併せて提出でも可）

	②企画提案書 
	任意様式 
	枚数に制限はないが、要点を簡潔にまとめて作成すること。

	③担当者情報
	任意様式
	今回の構築業務及び保守管理を担当するシステム担当者の体制（氏名・役職等）について記載すること。 

	④個人情報保護に係る管理体制 
	任意様式
	個人情報保護に係る管理体制を記載すること
また、システム障害及び個人情報漏洩事故が起こった際の、対処手順書（フローチャート）を記載すること。

	⑤機能要件確認表 
	様式 2
	各機能要件について、対応可否を記入すること。（カスタマイズまたは代替提案をする場合は、備考欄に記すこと） 

	⑥見積書 
	任意様式
	見積書は、消費税及び地方消費税を含む額とし、具体的な経費を積算した内訳書を添付すること。
見積書では、システム構築業務に係る費用（導入初年度に発生するイニシャルコスト）を記載すること。 

	⑦運用保守費
	任意様式
	本業務により構築したシステムは、令和９年度以降においても運用を継続することを想定しているため、ランニングコスト※５年分の費用がわかる内訳書を提出すること。（上記、⑥見積書の金額は含めない。）
なお、ランニングコスト５年分の費用については、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約を想定している。
※運用保守費用及び使用料等の通常考えられる経常的な費用、オンライン決済システムについては、町と協議のうえ、決済システム提供事業者と個別に契約することも可能であるが、運用保守費内訳に必ず盛り込むこと。
（また、想定件数500件/年、使用料1,000,000円/年としてオンライン決済システムにおける必要な手数料を示すこと。）


※②から⑦については、５（３）の提出期限とします。
（2） 提出部数 
1 正本（上記①～⑦）：１部
2 副本（上記①～⑦）：電子データ（PDF形式） 
（3） 提出期限  令和8年9月24日 
（4） 提出方法  持参又は郵送（一般書留又は簡易書留は可、宅配便は不可）         
1 持参：来庁前に事務局まで連絡をすること。 
2 郵送：不達及び遅配を原因とする応募者の不利益に対して本町は責任を負わない。
応募者において配達完了を確認する等の対策を講じること。 
（5） 提出先  ４（４）のとおり

６．参加資格 
  プロポーザルに参加できる者は、次の要件を満たす者に限る。 
（1） ５（３）の提出期限までに有田川町の令和８・９年度入札参加資格者名簿に登録されていること。（登録については、随時、有田川町総務政策部財務課にて受付） 
（2） 公告の日から審査結果通知までの期間において、有田川町入札参加停止基準による入札参加停止措置を受けていないこと。 
（3） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６）第１６７条の４第１項の規定に該当しないこと。 
（4） 有田川町暴力団排除条例（平成２３年有田川町条例第１３号）第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団密接関係者でないこと。 
（5） 会社更正法（平成14年法律第154号）に基づき、更正手続きの開始の申し立てがなされている者でないこと。また、民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき、再生手続き開始の申し立てがなされている者でないこと。  
（6） 破産法（平成16年法律第75号）の規定により破産の申立てがなされていないこと。  
（7） 令和３年度から令和７年度までの間に、他の地方公共団体において、提案するものと同じ施設予約システムの導入実績があること。 
（8） ISMS（ISO27001）認証を取得していること（または、5(3)の提出期限までに取得できること）。
（9） プライバシーマークを取得していること（または、5(3)の提出期限までに取得できること）。
７．共同での応募 
  共同事業者として複数の法人が共同して応募することはできません。 
 
８．選定の方法及び審査結果の通知 
（1） 選定委員会 
   本プロポーザルの審査は、有田川町社会体育施設等予約システム導入業務の受託事業者選定に係るプロポーザル選定委員会（以下「選定委員会」という。）において選定する。 
（2） 選定方法 
1 書類審査 　５（１）において提出された書類を審査する。 
2 企画提案書プレゼンテーション及びデモンストレーション審査 
  企画提案書についてのプレゼンテーション及び提案するシステムのデモンストレーションを審査する。なお、プレゼンテーション及びデモンストレーションの持ち時間は該当者に別途通知する。 
（3） 審査基準 
1 審査の項目及び配点は、下表のとおりとする。 
	No. 
	審査段階 
	審査項目 
	配点 

	1  
	書類審査 
	機能要件
	100
※仕様書6.システム要件(1)(2)(3)を満たせない場合、機能要件は0点とする。

	
	
	見積書(導入費) 
	価格点＝150×(最低見積価格÷見積価格）　

	
	
	運用保守費
（令和9年4月1日から令和14年3月31日までの期間に必要な費用）
	価格点＝150×(補正後最低運用保守費÷(運用保守費×※不確実性係数))　 
※不確実性がない1.0、僅かに不確実性が認められる1.1、不確実性が低い1.3、不確実性が中程度1.5　不確実性が高い場合は運用保守費を0点とする。
ただし、補正後最低運用保守費については、不確実性が高いものを除き、運用保守費に不確実性係数を乗じて得た金額の最低金額とします。

	2 
	企画提案書及びプレゼンテーション 
	企画提案書
	100

	
	
	プレゼンテーション
	100

	審査合計点
	
	600


※審査合計点が同点の場合は、②の点数が高かったものを優先交渉者とする。
		※各審査項目で小数点が発生した場合は、小数点以下切り捨てとする。
（4） 審査結果の通知 
審査の結果は、町公式ホームページにて公表するとともに、各参加事業者に電子メールにより通知する。なお、選定結果等についての異議申し立ては、一切受け付けない。 
（5） 優先交渉者の決定 
審査の結果、最も点数の高かった者を優先交渉者とし、契約締結に向けて交渉する。
交渉の結果、契約の締結に至らなかった場合、次点の業者を優先交渉者とする。 
（6） 契約の締結 
町は優先交渉者と業務の詳細等を協議の上、契約を締結する。 
なお、優先交渉者に事故があり、又は優先交渉者との協議が整わない場合は次点者と業務の詳細等を協議の上、契約を締結する。また、原則として契約金額は提案時に提出された見積金額を超えることはできない。 
 
９．その他 
（1） 企画提案書等の作成及び提出等に係る費用は、全て提案者の負担とする。 
（2） 提出された企画提案書等は、本プロポーザルの実施以外の目的では使用しないものとする。 
（3） 提出された書類は、審査に必要な範囲で複製を作成することがある。 
（4） 企画提案書等の提出後、補足資料の提出を求めることがある。 
（5） 提出期限以降における提出書類の差替え、修正及び再提出は原則認めない。 
（6） 提出された書類は、返却しないものとする。また、企画提案書等に含まれる著作権、特許権など日本国の法令に保護された第三者の権利の対象になっているものを使用した結果生じた責任は、提案者が負うものとする。 
（7） 次のいずれかに該当する場合は、失格又は提出書類を無効とする。 
・優先交渉者の特定までの間に参加資格を満たさなくなった場合。 
・審査の公平性を害する行為があった場合。 
・本要領に規定する提出書類の提出方法、提出先、提出期限を満たさない場合。 
・指定する様式及び記載に関する留意事項等が守られていない場合。 
・提出書類の記載に虚偽の記載があった場合。 
・提出書類に記載すべき事項の全部又は一部の記載が漏れている場合。 
（8） 町はプロポーザルを公正に執行することが困難と認めるとき、その他止むを得ない事情があるときは、プロポーザルを延期又は中止することがある。この場合において、提案者は異議を申し立てることはできない。 
（9） 本要領に定めのない事項については競争性、公平性を考慮の上、適宜町が判断する。 

10．辞退 
参加申込書等を提出後、参加申込みを辞退する場合、または、契約の締結を辞退する場合は、速やかに辞退届（任意様式）を提出すること。なお、町が辞退届を受領した時点で、参加資格を失うものとする。 
辞退届の提出にあたっては、事前に電話にて連絡の上、持参、郵送のいずれかの方法で提出すること。なお、持参する場合の受付時間は、平日の午前８時３０分から午後５時１５分までとする。 
 
